
［逐妻 考 
資料6  ≪平成18年6月23日（金）第13回社会保険事業運営評議会≫  

受給権者の方々への年金額等に関するお知らせの発送について  

1．．平成18年度の新年金額のお知らせ   

平成17年平均の全国消費者物価指数（生鮮食品を含む総合指数）の対前  

年比変動率はマイナス0．3％となった。年金額についても現役世代の負担   

とのバランスの観点から、前年の消費者物価が下落した場合には、それに合  

わせて引き下げるよう法律で定められている。   

このため、0．3％引き下げた平成18年度の年金額を年金頼改定通知書  

で年金受給権者の皆様にお知らせしたところである。  

○送付した通知書  

年金額改定通知書  約3，529万件  

○送付時期  

平成18年5月29日から6月7日にかけて順次送付  

＜参考＞平成18年度の年金額の見込み  

平成17年度   平成18年度   

国民年金   66，008円   
66，208円  

〔老齢基礎年金：1人分〕  （△200円）  

厚生年金  
232，592円  

を 

〕  233，300円  （△708円）   〔慧慧  
（注）厚生年金は、夫の平均的収入（平均標準報酬36．0万円）で40年間就業し、妻  

がその期間全て事業主婦であった世帯の新規裁定の給付水準  

※新しい年金額は平成18年4月分から適用され、受給者には6月から支給   

される。（4月及び5月の2か月分支給）  
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2．．障害基礎年金と老齢厚生年金の併給可能性のお知らせ  

法律改正により平成18年4月から、65歳以上の方は「障害基礎年金」   

と「老齢厚生年金（退職共済年金）」または「遺族厚生年金（遺族共済年金）」   

とをあわせて受けることができるようになった。受給する年金を変更するこ   

とにより受給額が高額となる場合があるため、現在受けている年金の組合せ   

の確認が必要な方々にお知らせを送付したところである。  

○約7万人の方に5月中旬より順次送付  

3．現況届の今後の取扱いに関するお知らせ  

現在、受給者の現況届については、年1回、受給者からの現況届（はがき）を提   

出いただくことにより実施しているが、受給者サービスの向上及び業務の効率化を   

図る観点から、平成18年10月（12月生まれの方から省略の対象）より、住民基本   

台帳ネットワークシステムを活用して現況確認を実施することとした。   

現況届は年金を受給するための重要な届書であることから、事業を円滑に進め   

るため、受給者への事前の広報として、平成18年5月（6月生まれの方）－10月  

（11月生まれの方）に送付する現況届に「事前周知．のリーフレット（別添参照）」を   

同封することとした。  

○約168万人の方（6月生まれの方）に6月初旬に送付   

その後も各月毎に順次送付する予定  
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参考1年金額改定通知書   

国民年金・厚生年金保険 年金額改定通知書  

（表面）  

（初回捧込予定日）平成  年  月  日  

◎年金の種類  年金  
あなたの年金は、平成  年  月から平成   年  月までの  

各偶数月に、次のとおり指定された金融機関の預貯金口座に振込みの手続きを  
行うこととしましたので、お知らせします。  

（年金の支払予定日は裏面に記載してあります。）  
◎受給権者氏名  

◎年金の種類  年金  

◎受給権者氏名  

◎振込先  

◎各支払予定日の支払額  

平成18年4月分から上記のとおり年金殆が改定されましたので通知します。  
なお、新年金額での支払は、平成18年6月「4、5月分）からとなります。  

平成  年  月   日  

社会保険庁社会保険業務センター所  印影  
社会保険庁  

官署支出官 社会保険庁総務部経理言  長 印影   

この通知は、大切に保管してください。  

なお、上記に記載された金額は、年額で表示しております。  



（裏面）  

【平成18年度の物価スライド後の年金額について】   

◎改定後の基本額は次のとおりです。   

平成18年度の基本魚＝平成17年度の基本額×0 991   
平成17年平均の全国消費者物価指数が前年を0 3％下回った   

ため、平成1㈱3％   
引き王1tた諷と五る改定赴丘われ手＿とと。 
【1－0 003（0 3％）＝0 997】   

◎改定後の基本額は、法律で定める端数処理や、付加年金に物価スラ   
イド改定がないこと等により、平成17年度の基本額に0－ 997   

を乗じて得た額と完全に一致するものではありません。   

◎厚生年金基金から年金を受給されている方へ   

厚生年金基金から年金を受給されている方の年金額は、国から支給   

される年金額と厚生年金基金から支給される代行部分の年金額との   
合計額となり吉す。この合計額から0 3％引き下げられる改定が   

行われることとなりますが、厚生年金基金の代行部分は、物価スラ   

イドによる改定が行われないため、国から支給される年金額からそ   

の引き下げ分が差L引かれます。  

年金の支払予定日は偶数月の15日です。  
ただし、15日が土曜日、日曜日または祝日のときは、  
その直前の金融機関の営業日となります。  
平成18年度分の支払予定は次のとおりです。  

平成18年  平成19年  
6月15日（4月、5月の2か月分）  
8月15日（6月、7月の2か月分）  

10月13日（8月、9月の2か月分）  
12月15日（相月、11月の2か月分）  

2月15日（12月、1月の2か月分）  

4月13日（2月、3月の2か月分）  

0   

0   

0   

0   

0   

①年金振込通知書に表示されている期間が1年に満たない方   

は、支払額の変更が予定されている方です。  

②この通知書は、年1回のお知らせとなります。   

ただし、支払鏡が変更となったり振込先などに変更があっ   

た場合は、改めて年金振込通知書をお送りいたします。  

③基礎年金（付加年金を含む。）とあわせて支給される厚生   

年金保険の支払がある場合は、支払額を合算して記載して   

います。  

④支払額は、法律により端数処理がされますので、その合計額   

は年金植改定通知書の年金緒と一致しない場合があります。  

⑤住所等を変更された場合は最寄りの社会保険事務所または   
年金相談センターヘ届出が必要です。  

⑥年金を受けている方が亡くなられた場合は、遺族等の方が   

最寄りの社会保険事務所または年金相談センターヘ届出が   

必要です。  

二の決定に不服があるときは、ニ♂）通知書を受け取った口  
論   の翌日から起算して60日以内に文書又は口頭で社会保険蓄電  

官（地方社会保険事務局内）に審査請求でき圭す〔、また、そ  
〝）決定に不服があるときは、決定書の謄本が送付されたロごハ  
翌日から起算してbO日以内に社会保険審査会（厚生労働省  
内）に再審査請来でき圭す。  

なお、二の決定〔り取消の訴えは、再審査請求の裁決を経た  
後でないと、提起できませんが、再審査請求があ／）たロから  
3か月を経過Lても裁決がないときや、決定の執行等に上る  
著し．い損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他正当な  
理由があるときは、裁決を経なくて雲）提起でき圭す 二〝〕訴  
ズは、裁決〝）送達を受けた日の翌口から起算Lて6か月以内  
に、国を被告（代表者は法務大臣）とLて提起‾亡きます た  
た1ハ 原則として、裁決〃〕日から1年を経過する上訴えを提  
起できません。  

※物価スライドなどの制度に対する不満は審査請求の対象となりません。  

介護保険料額の徴収に関するお知らせ  

介護保険料額は年金から特別徴収する金額を記載しています。  

この金線は、市町村から別途通知される（されている）通知書  

により確認してください。なお、介護保険に関するお問い合わ  

せは、住所地の市町村にお願いします。  



参考2  

障害年金の改善  
（障害を有しながら働いたことを年金制度上評価する仕組み）  【平成18年4月～】  

障害発生二辞書基礎年金受給憫始  

国年保険料免除  年率探険劉納付   国年保険料免除  

20鮭  ※ 辞書基礎年金受給期間は、国年保険料は法定免除   
一ナ この期間に係る老齢基礎年金額は昏庫負担分のみ  

【65歳時点での年金】  

65歳時点で、  を選択（1・2階は同一事由が原則〕  
障害基礎年金  

短い就労期間、低手金の場合では低額になる  

法定免除期間などがあれば低顛になる  
障害基礎年金の  

みの額の方が高  

くなり、障害基  

礎年金のみを選  

択するケ巾スが  

多い．、  

1級の障害基礎年金：老齢基礎年金の満額の25％増  

2級の障書基礎年金：老齢基礎年金の満額  

0障害を持ちながら自ら働いて保険料を納付したことが年金給付に反映されにくい  

◎障害を有しながら働いたことが評価される仕組みとする。  

一ナ 障害基礎年金と老齢厚生年金の組み合わせの選択を認める。  

老齢厚生年金  

障書基礎年金   



参考3 現況届同封ちらし  

来年以降、現況届の提出が原則不要となります  

（このチラシは事前のお知らせです）   

社会保険庁では、住民基本台帳ネットワークシステムを活用して  

受給者の皆様の現況確認を行うこととしました。   

これにより、あなたの『年金受給権者現況届』の提出は、今回が  

最後になります。  

①誕生月の初め頃に現況届を本人あて送付  

②誕生月の末日までに現況届を提出  

③引き続き年金を支給  

社会保険庁  

（社会保虚業務センター）  

年金受給者  

変 更 後  ③現況確認できた方は  

（D 受給者の現況確認   

を依頼  

②結果を回答  

住民基本台帳  

ネットワークシステム  

社会保険庁  

（社会保険業務センター）  

年金受給者   

一－」小 ∈亘∠＝ 」 見  裏面も  く ださ い  

社 会 保 険 庁  
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ご注意＜ださい   

例外としまして、住民基本台帳ネットワークシステムを活用した現況確  

認を行えない方につきましては、今後も現況届の提出が必要となります。  

（主な例）  

・当庁で保有している本人基本情報（氏名、性別、生年月日、住所）と   

住民基本台帳ネットワークシステムの情報が相違し、住民票コードを   

確認できない方（※）  

・外国籍（外国人登録）の方  

・外国に居住している方   

（※）該当者につきましては、平成18年10月以降、随時、社会保険  

庁から住民票コードを確認できなかった旨のお知らせを送付す  

る予定としております。また、平成18年10月以降lこ社会保険  

事務所に届出を行うことにより、住民票コードが確認できた場合  

は、現況届の提出が不要となります。  

加給年金額対象者の生計維持確認や診断書等の至  

提出は引き続き必要となります  
…＝＝●＝＝＝…＝……＝●＝………＝■■＝…………＝＝＝…＝…＝■●●●●   

1．加給年金額を受けられるかどうかの生計維持の確認が必要な方につきまして   

は、社会保険庁から送付する『生計維持確認届』の提出が必要となります。  

※『生計維持確認届』の提出がない場合は、加給年金額のみ支払いが一時止まります。  

2．障害の程度の確認につきましては、医師による診断書が必要となりますので、  

障害の程度の確認が必要な方は、社会保険庁から送付する診断書の提出が必要  

となります。   

※診断書の提出がない場合は、年金の支払いが一時止まります。  

お問い合わせは「ねんきんダイヤル」へ！  

0570－07－1165  
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